
桑名市地域包括支援センターにおける困難事例要因調査について  

～地域包括ケアシステムのボトムアップ型構築法確立を目指して～  

 

○西村 健二（桑名市中央地域包括支援センター）三重県社会福祉士会（33403）  

 

Ⅰ．研究目的  

 地域包括支援センター（以下、「センター」と記す。）では、いくつもの困難事例の解決に取

り組んでいるが、その要因は地域により大きく異なり、地域特性に応じた対応が必要となる。

しかし、現場は日々の業務に追われて十分な振り返りがなされず、同じような要因に基づく困

難事例に多大な時間と労力を費やしている。そこで、桑名市では、「１．困難事例の要因を可

視化」し、その背景にある課題を見極め、「２．適切な支援方法を見出す」ことを目的とした

困難事例要因調査を行った。あわせて分析結果は、「３．地域課題の把握」に活かし、福祉現

場から地域包括ケアシステムの実現を目指すボトムアップ型構築法を検討する上で重要な資

料となる。本発表では、第一の目標である困難事例の要因可視化に重点を置いて述べたい。 

Ⅱ．研究方法  

 □文献研究   □実証研究   ☑量的研究   □質的研究   □実践研究  

 本研究では、困難事例を「解決のために、通常の支援事例より、多くの時間や労力を費やす

等、センターの職員が何らかの困難を感じた事例」と定義し、市内全センターに２０１１年４

月１日から２０１３年９月３０日までの２年６ヶ月のうちに支援を行った定義に該当する事

例の抽出を依頼した。調査期間は２０１３年１１月１日から同年１１月２７日とした。あわせ

て予め３０の要因項目を提示し、各センターにおいてその要因と思われる項目を検討した。本

調査結果は、３０項目をそのまま集計した「細分類調査」および、類似した要因を１７項目に

集約した「大分類調査」の２つの集計方法をとり、それを踏まえた分析を行った。 

Ⅲ．倫理的配慮  

 本研究は、実際の事例を基にしているが、統計的に処理していることから、個人が特定され

ることはない。集計結果の発表にあたっては、２０１３年９月２５日開催の桑名市地域包括支

援センター連絡会議において桑名市介護・高齢福祉課および桑名市内の全センターの承諾を得

ている。さらに、同連絡会議議事録を作成し、その内容の確認も得ている。 

Ⅳ．結果  

 本調査の結果、市内に所在する５つのセンターから２６５事例が抽出され、１，４３７項目

の要因が挙げられた。ひとつのセンターにつき平均５３．０事例が抽出されたことから月平均

１．８件が発生し、１事例には平均５．４項目の要因が存在することになる。 

３０項目の細分類調査で３０％を超えた項目は、①家族関係（５０．６％）、②認知症（４

９．８％）、③拒否・気質（４２．３％）、④制度重複（３５．９％）、⑤社会的孤立（３４．

３％）、⑥養護者（３４．０％）であった。１７項目の大分類調査（表１参照）で３０％を超

えた項目は、①家族との関係、②親族・地域との繋がり、③認知症、④拒否・気質、⑤経済的

困窮、⑥制度重複、⑦本人・養護者障害であった。制度重複については、９５事例１４０項目

が挙げられ、その内訳は①権利擁護（３７．９％）、②経済（３０．０％）、③医療（１５．７％）、

④障害（１５．０％）、⑤児童（１．４％）であった。 

Ⅴ．考察  



表１．困難事例要因調査における大分類集計結果  

集計結果の分析、および抽出された個別事例の検討によって以下の地域課題を導き出した。 

１．家族、親族、地域との関係が希薄で支援者が不在の事例が困難化している。 

２．支援にあたる家族、親族の不在は、医療同意、保証、身元引受で支障をきたしている。 

３．周囲と関係が希薄になった背景に本人や養護者の認知症、精神疾患、拒否・気質等がある。 

４．複数の要因が絡み合って事例をより困難化させている。 

５．解決には経済状況の改善、制度の重複利用、法律職との連携等専門外の支援が必要。 

６．通常の支援では経験しない分野の課題、支援担当者が明確でないグレーゾーンの存在、セ

ーフティネット機能の発動、限られた時間での対応等、少数でも難易度の高い事例がある。 

Ⅵ．結論  

 困難事例の背景には複数の要因が存在し、その解決には専門外の制度やサービス、経験の少

ない部門との連携等により、複数の要因解消を同時に行うことが求められる。しかも、支援の

失敗は高齢者の生命、身体の危機につながる事例もあり、センターの負担は大きい。そこで、

要因調査で知り得た地域課題に対して個別に目標設定と解決に向けた政策に取り組むことで、

徐々に解消を図り、結果として困難事例の迅速で的確な対応を図ることができる。例えば桑名

市では経済的困窮が困難事例の４１．１％存在したことから、２０１４年２月にＦＰ資格を有

する社会福祉士を講師に「経済的課題を抱えた困難事例の対応について」と題する研修会を開

催し、福祉専門職の経済面に関する知識と技術の向上を図った。また、課題解決を繰り返すこ

とで、高齢者が地域生活を継続しやすい環境が次第に整備されることにつながり、要因調査は、

福祉現場から地域包括ケアシステムの実現を目指すというボトムアップ型の構築法の一環と

して活用できると考えられる（図１参照）。地域包括ケアシステムの実現のための地域課題の

把握については、その重要性にも関わらず、手法が確立されていないが、要因調査は地域課題

抽出を容易にする非常に有効な手段であると考えられる。 
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図１．地域包括ケアシステムのボトムアップ型構築法イメージ 


